
はじめに

2011年３月11日に東北・関東地方を中心とし
て発生した東日本大震災は、M9.0という巨大災
害リスクの存在やマルチハザードリスクへの対
応、少子高齢化地域における復興のありかたな
ど、様々な課題をわれわれに突き付けた大災害で
あった。それとともに、首都圏においては大量に
発生した帰宅困難者や電力の供給不足による計画
停電など、これまで顕在化することはなかった諸
問題が発生している。特に前者については、当時
首都圏では515万人にもおよぶ大量の帰宅困難者
が発生しているが、これほどの帰宅困難者が発生
したのは世界で初めてであり、わが国の大都市で
はこれ以降、帰宅困難者対策の必要性が強く叫ば
れるようになった。ところで東日本大震災の経験
から、「帰宅困難者対策は元気な人の対策である
ため、防災対策としての優先順位は限りなく低
い」という誤解が多々みられる。確かに、東日本
大震災時には大量の帰宅困難者が発生したもの
の、それによる死者や負傷者は報告されていな
い。それゆえこの経験から、帰宅困難者問題を
「帰るのが大変だった問題」と認識している人も
多い。しかしながら、より著しい物的被害が大都
市部において発生した場合、帰宅困難者が引き起
こす問題はより深刻と考えられる。本稿はこのよ
うな問題意識に基づき、帰宅困難者問題の所在を
概説したのち、地方自治体を含めた行政の役割と
今後の展望を論じたい。

帰宅困難者問題の本質

そもそも、帰宅困難者が発生する原因は単純明
快である。一般に大都市においては、周辺のベッ
ドタウンなどから鉄道を用いて日中に大量の人口
が集中することが知られている。第12回大都市
交通センサス１）によると、首都圏における１日
の鉄道利用者数は約4,500万人とみられており、
近畿圏の約1,300万人、中京圏の約300万人と比
べてもその量は圧倒的に多い。また、首都圏にお
ける日常的な鉄道利用者（通勤・通学定期利用者）
の平均的な通勤・通学時間は約68分を数えるな
ど多くが長距離移動であり、鉄道に依存してお
り、また朝夕に集中しており、どのような理由で
あれ日中にひとたび鉄道が停止すれば大量の帰宅
困難者が発生することは避けられそうにない。す
なわち帰宅困難者の発生原因は、ひとえに大規模
交通システムに支えられた大都市の職住分布その
ものにあるといっても過言ではなく、大都市に特
有の課題であることは言うまでもない。以上より
①大都市であること、②何らかの原因で長時間交
通システムが途絶すること、の２点が帰宅困難者
の発生条件となる。
それでは、帰宅困難現象ははたしてどのような
問題と言えるのだろうか。筆者らが2011年３月
末に行った東日本大震災時の帰宅困難者に関する
社会調査２）からは、帰宅が困難になって一番困っ
たこととして「携帯電話が通じなかったこと
（31％）」が挙げられており、「屋外に長時間いた
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ため体が冷えた（13％）」、「ひとりだったので不
安だった（11％）」と続いている。この回答をみ
る限り、帰宅困難者問題は非常時においてそこま
で優先度の高いものとは判断できない。しかし著
しい直接被害が大都市部において発生した場合
は、帰宅困難者が引き起こす問題はより深刻であ
る。例えば首都直下地震における被害想定などで
は、大都市部において大きな地震が発生した場
合、多数の建物が倒壊して救急ニーズが増大し、
消防力を上回る同時多発火災が発生し、道路は著
しい直接被害を受け多くが不通となり、電気・ガ
ス・水道は停止し、電話や携帯電話（およびイン
ターネット）も長期間の不通を余儀なくされ、物
流は停滞し広範囲でモノ不足が発生する、などの

被害が示唆されている。そのような状況下で大量
の帰宅困難者が集団的帰宅行動をする場合、交通
渋滞によって消防車や救急車などが遅れ致命的な
損害をもたらす、長距離徒歩帰宅を試みる帰宅困
難者が群集事故や大規模火災・建物倒壊に巻き込
まれる、翌日以降の出勤困難により事業継続や復
旧が大幅に遅れる、などの様々な２次被害が起こ
りうることは想像に難くない。特に群集事故の問
題と交通渋滞の問題は、人の死に直接的につなが
る問題であり、とりわけ深刻である。筆者らが作
成した帰宅シミュレーションでは、首都直下地震
発生直後に帰宅困難者が一斉に徒歩で帰宅を試み
た場合、混雑度が６人/㎡を越える過密空間があ
ちこちで発生することが報告されている３）。ま

３）�廣井悠，大森高樹，新海仁：大都市避難シミュレーションの構築と混雑危険度の提案，日本地震工学会論文集第16巻第５号，pp.111-126，
2016.04．
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た、交通規制が十分になされなかった場合、都心
部を中心に大渋滞も発生しうる。このような混雑
のなかで、特に火災や余震などで突発的な危険が
発生した場合は、人々が右往左往することなどに
よって群集事故の発生も懸念され、消防車や救急
車の活動も阻害される。前者については、相生橋
や吉田橋などで群集事故が発生したという手記が
残されている関東大震災の事例や、死傷者258名
を記録した2001年７月21日の明石花火大会歩道
橋事故など、国内外においてこの種の事故は枚挙
にいとまがない。われわれが憂慮すべき帰宅困難
者問題は本来、このようなケースと考えられよ
う。すると帰宅困難者問題を考えるにあたって、
先述の①大都市であること、②何らかの原因で長
時間交通システムが途絶すること、の２点のみな
らず③大地震などによって著しい直接被害が発生
すること、というもう一つの条件を追加する必要
があり、このような状況下においては、命に関わ
る問題と言える。それゆえ帰宅困難者対策は、最
大震度５強であった東日本大震災時と同じ条件で
はなく、ひとえにこのような状況下を想定した上
でなされるべきものと考えられる。

求められる行政の役割

それでは、このような問題に対してわれわれは
どのように対応すべきであろうか。まず確認した
いことは、帰宅困難者対策は対応・管理中心の災
害対策という事実である。そもそも、防災対策は
多くの場合、根源的治療が可能である。建物倒壊
に対しては強靭な建築物への建て替え、市街地火
災に対しては不燃都市の建設、土砂災害対策につ
いてはリスクエリアからの撤退が確実な対策であ
り、コストや利便性などの理由から根源的治療が
難しい場合に限り、初期消火や避難などの対応が
必要となる。一方で、帰宅困難者の問題は大都市
の職住分布そのものにある。このため、大都市の
構造を見直すか、全ての人がリモートワークに転
換するか、それ以外には根源的な治療はありえ
ず、いずれも短期的な解決は現実的ではない。そ
して、東日本大震災時は515万人の帰宅困難者に

対して、東京都がスペースを提供できたのはわず
か10万人であり、行政のみによる対応・管理も
現実的ではない。したがって、帰宅困難者対策は
「帰らない」、「迎えに行かない」という対応・管
理を社会全体で達成する必要がある。
それではこのような状況で、行政は何をすべき
であろうか。筆者は、帰宅困難者対策の啓発や周
知を徹底することは対策の一丁目一番地としつつ
も、下記に示す四つの対応が行政には必要と考え
られる。一つは帰宅困難者個人や事業所に対する
事前支援である。帰宅困難者対策を行うことの便
益が事故の回避や渋滞の人的被害の軽減に帰着す
るのであれば、対策コストは税金で負担すべきで
あろう。それゆえ、発災直後は行政が帰宅困難者
対応に尽力することが難しい状況があるのは事実
としても、事前の環境整備については行政が十分
に支援するべきであろう。二つめは、用語や行動
ルールの統一である。例えば、買い物客や観光客
などが通常の手段で帰れなくなった場合は「行き
場のない帰宅困難者」と呼ばれるが、彼らが滞留
する施設は「一時滞在施設」とも、「一時滞在ス
ペース」とも、また「退避施設」とも呼ばれるし、
一時滞在施設の安全性が確認されるまで一時的に
待機するオープンスペースは「一時退避場所」、
「一時待機場所」、あるいは「災害時退避場所」の
ように呼ばれており、自治体や計画によって用語
が統一していない。この用語はぜひ統一して分か
りやすく啓発すべきであるし、帰宅困難者への対
応は都市規模によって異なることから、行政は大
規模災害時の統一的な行動ルールを定める必要が
ある。三つめは、災害情報の共有である。どのよ
うな場所でどのような災害が発生しているかに関
する確たる情報を、安全情報も含めて確実に流通
させることが、無理な帰宅を抑えるための重要な
対策となる。最後は帰宅支援と搬送である。被災
直後から時間が経過するなどして状況が落ち着い
た後、帰宅困難者は帰宅することになるが、その
際の支援や支援を要すると思われる一部の帰宅困
難者についての搬送は、行政が行わなければなら
ない。

３
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おわりに

以上、紙幅の許す限りで、行政に必要とされる
帰宅困難者対策を細かく述べた。筆者が考える帰
宅困難者対策の将来的な課題として、下記の６点
が重要と考えられる。
①　帰宅困難者対策用語の統一
②　�車道における大都市渋滞問題の解決方針整

理
③　マルチハザードリスクの考慮
④　�多様な被災像を想定する必要性（特に暑熱

等の環境条件の考慮）
⑤　�焦点を絞ったガイドラインの周知・対策の

推進
⑥　�帰宅困難者対策における展望の再考（特に

復旧計画との有機的な接続や救援・救助の
人的資源としての活用、そして地域の価値
向上につながる工夫）

なかでも④はとりわけ重要である。帰宅困難者
対策は地域特性や事業所特性、そして災害の規模
や発災の時間帯・曜日・天候によって大きく異な

る。例えば2021年10月７日の千葉県北西部地震
時は深夜の発災という特徴が対応を難しくさせ、
2018年に発生した大阪府北部地震４）は朝の地震
であったため、「帰宅」ではなく「出勤」ルール
の徹底という課題が大きく顕在化した災害であっ
た。したがって、これらの多様性を踏まえた事前
対策・マニュアル作りが必要となるが、様々な
ケースを念頭に入れたマニュアルや計画を策定す
る行為は、事業所の防災担当者にとって重い負担
であることも多い。このため、筆者らは事業所が
従業員の滞留や行き場のない帰宅困難者の受け入
れを短時間で検討することのできる図上訓練キッ
ト（帰宅困難者支援施設運営ゲーム：KUG）を
開発し、筆者のホームページ（http://www.
u-hiroi.net/kitaku.html）で無償公開している５）。
ぜひこういったツールを事業所等で活用していた
だき、様々な状況想定のもとで学生や職員を帰宅
抑制させたり、行き場のない帰宅困難者を受け入
れたりの判断・マニュアルに生かしていただけれ
ばと考える。

４

４）�読売新聞：「大阪知事も足止め、地震で渋滞７倍…一般道流入」，2018.09.17.
５）�U Hiroi, Jun Shindo, Tsuyoshi Kurome, Sakurako Miyata. "Development of the Training Tool "KUG" for Temporary Lodging 
Facilities and Companies for Stranded Commuter" , Journal of Disaster Research, Vol.16, No.4, 2021.
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